チャランケ通信　第142号　2016年8月22日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　8月11日、広島県呉市立東畑中学校1960年卒業生の同期会、恩師2名同期生67名参加、遠くロスアンジェルスからも集結
私事にわたる話となって恐縮なのだが、8月11日久方ぶりに中学校の同期会が、生まれ故郷の広島県呉市で開催された。実は昨年5月、呉市立東畑中学校を1960年3月に卒業した同期会が東京で開催され、主として関東地区の卒業生が集まった。その際、翌年8月11日が国民の祝日でお盆の墓参りもあることから、ふるさと呉で同期会を開催することを決め、地元呉の仲間たちが中心となって努力し、実現の運びとなったのだ。当日、恩師2名、卒業生67名が集まり久方ぶりの再会を喜んだ次第であった。中には遠くアメリカのロスアンジェルスから里帰りした方もおられ、1960年以来実に56年ぶりの再会もあり、お互いの無事と懐かしい昔の思い出に話が弾んだことは言うまでもない。恩師の先生はもう90歳を超えておられるのではないかと思っていたのだが、まだ80代後半で矍鑠としておられたのが印象的であった。
1960年卒業時、「将来の仕事への夢」アンケート結果に注目
　なぜこの同期会の話を取り上げたのかと言えば、実は、卒業の際に全校生徒339名のそれぞれが、自分の将来になりたい仕事についてのアンケートが実施され、その結果を1960年3月10日付の東畑中学校新聞に掲載されていた。当日そのコピーが配布されていたのだが、残念なことに卒業生全員分が掲載されておらず、133名と全校卒業生の約40%しか載っていなかった。それでも当時の中学校卒業生の考え方を知るのにはいい材料だと思うし、何よりも日本の雇用問題を考えてきた者にとって、当時の15歳の中学卒業時の仕事観を知る一端になればと思った次第である。
記載されているアンケート結果のなかで、仕事=Jobを具体的に明確にしている者は103名で、残りの30名は「社会の役に立つ人になりたい」といった抽象的な回答をした人が20%強であり、圧倒的に具体的になりたい職種を明記している。もつとも、小生のように一度は「社会で役に立つ人間になりたい」と答えたのだが、担任教師から「抽象的すぎるので書き直し」を命じられ、やむなく小さいころから病弱だったこともあり、「医者になりたい」と書いた者もおり、どの程度正確なものとみて良いのか疑わしいのだが、それを差し引いても具体的な仕事=Jobを上げている比率は確実に過半数を超えている。
　高校進学率が過半数を超え始め、普通高校から大学への進学熱の始まる頃の予兆
当時は、高度成長の真只中で、高等学校への進学率も年々上昇し始め、1960年は男女とも高校進学率50%を超え、男性だけでは57,7%と記録されている。中学だけ卒業して大企業の養成工や准看護婦になったり、農業など家業を継ぐ人たちもいたことを記憶している。比較的、進学に熱心な中学だったようで、将来なりたい仕事として、男性では技師、医師、弁護士、なかには外務大臣というものもあったし、汽車の機関士や船乗りさん等もいて、多彩であった。女性では、看護士、栄養士、デザイナー、洋裁師などが目に付く。恐らく、こういう状態が当時の中学卒業生の一般的な考え方であったのだろうか。

　ただ、そういう目標は持ちつつも、高等学校へは普通化へと傾斜しはじめており、工業・商業高校へ進学した人もいたのだが、世の中は徐々に普通高校から大学へと進学熱が高まり始めていた。それでは、そのような目標を持った卒業生は、結果としてどんな職種に就いたのだろうか。当日、いろいろと話をしたことを総合してみると、殆ど書かれたアンケートとは違った仕事についており、やはり大企業のサラリーマンになった人が多かったようだ。もっとも、正確なデータではなく、あくまでも当日出会ったメンバーからの推定であることをお断りしておきたい。
　日本の雇用システムの特徴、「ジョブ型雇用契約」ではなく「メンバーシップ型雇用契約」こそが「終身雇用・年功序列・企業別労組」の土台、今やそれが日本経済の桎梏と批判・改革の対象へ
　なぜ、このようなことに触れるのか、それは日本の雇用システムについて研究してこられた独立行政法人労働政策研究・研修機構の労使関係・労使コミュニケーション部門統括研究員である濱口桂一郎氏が、『新しい労働者会』(岩波新書2,009年刊)において、諸外国では当たり前の「ジョブ型雇用契約」ではなく「メンバーシップ型雇用契約」が日本の大企業・男子正社員の特徴を成しており、その特質の上に終身雇用制度・年功序列賃金・企業別労働組合という高度成長を支えた「三種の神器」と言われるものが出来上がっていたと見事に分析されている。今や、高度成長が行き詰まる中で「メンバーシップ型雇用」というシステムが行き詰まってきており、その改革が求められていることが労働問題の研究者以外の方たちからも強く指摘されるようになっている。それは、先号で紹介した元日銀理事の早川英男氏の『金融政策の「誤解」』という著書の中でも詳しく紹介されている。そうした問題を意識していたせいか、当時の中学校卒業時の「仕事」意識に関心を持ったというわけだ。
改革の必要性は解るが、どこから、どのように改革すべきなのか、なかなか難しい問題になっている
　ただし、この改革はどのように進めて行くべきなのか、単なる雇用問題だけに留まらない広範な国民生活全般に関わっている。また、利害関係に直結する問題になっているし、時間をかけて作り上げられてきたシステムであるだけに簡単に解決できる問題ではない。ただ、日本の資本主義の成長戦略を考えるうえで、人的資本の中核を占める構造的大問題となっていることは間違いない。すでに教育の分野では、大学教育のあり方について再検討が始まろうとしている。企業側は採用に当たってこれまでは大学でどんな学問をし、どんな職種に配置するのかという点については、一部の理科系を除いて問われることはなかった。どんなレベル(偏差値)の大学を卒業してきたのか、仲間との協調性はあるのか、といった点だけを入社の際には求め、後は企業の中でOJTによる訓練を経て、移動や配転・出向・転籍などメンバーとなった従業員の雇用は出来る限り維持されるものの、その間は企業戦士として成長を支えてきたのだ。
その背後には、そのような働き方を家庭で支えてきた女性の存在があったのだが、女性の高学歴化の進展や社会進出が進む中で、男女雇用均等法が施行されたものの、大企業におけるメンバーシップ型の雇用という壁の前にその実現は壁にぶち当たっているのが現実であった。このあたりについては、日本型の福祉問題のあり方にもかかわって来るが、ここではこれ以上は触れない。
安倍政権の「同一労働・同一賃金」の実現も、「ジョッブ=仕事」が明確でない雇用の改革が必要なのだ
　安倍内閣によって、女性の活躍できる社会を目指す方針は出されても、このメンバーシップ型の雇用の壁を崩すことは出来ず、結婚・出産をしても働き続けられるような状態には程遠いのが現状である。あるいは、同一労働・同一賃金という目標を立ててはいるものの、労働=仕事(Job)による雇用契約になっていないため、その実現はデッドロックに乗り上げようとしている。前号でも触れたように、同一労働・同一賃金を実現させていくための前提としての「仕事=Job」を明確にした雇用システムを作り上げなければ無理なのであろう。
でも、それをいきなり実現できないが故に、どこからそうした基盤を作り上げていけば良いのか、なかなか難しい課題になりつつある。濱口氏は、むしろ非正規雇用労働者こそがJobが明確になっており、その労働者の労働条件の引き上げ・充実を図る中で、正規労働者のジョッブ型の雇用制度に向けた改革を求めて行くべきではないか、と主張されている。なかなか考えさせられる問題だと言えよう。
濱口桂一郎『新しい労働社会』(岩波新書2009年刊)はお奨めしたい好著だ
　夏休み、オリンピックと高校野球が終わりつつあるなかで、久方ぶりの中学校の同期会における「卒業時の将来の職業に対する夢」を振り返りながら、浜口氏の大変重要な問題提起の書である『新しい労働社会』(岩波新書)を改めて再読したのであった。是非とも、皆様方に紹介して一読を勧めたい好著である。
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